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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　⑴連結計算書類の作成基準
　　‌�当社グループの連結計算書類は、当連結会計年度より、会社計算規則第120条第１項の規定に基

づき国際会計基準（以下「IFRS」といいます。）に準拠して作成しております。なお、同項後段の
規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。IFRSへの移行日（以下「移
行日」といいます。）は、平成27年１月１日であります。

　⑵連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数　137社
　　　‌�主要な連結子会社は、「事業報告」の「１アサヒグループの現況　⑹重要な子会社の状況」に記

載のとおりであります。
　　　‌�なお、Asahi Europe Ltdにつきましては新たに設立したため、Birra Peroni S.r.l.、Royal 

Grolsch N.V.、Meantime Brewing Company Ltd.、Asahi UK Ltd（旧Miller Brands (UK) 
Ltd.）につきましては株式を取得したため、それぞれ当連結会計年度より連結の範囲に含めて
おります。

　⑶持分法の適用に関する事項
　　持分法適用会社の数　138社
　　　‌�主要な持分法適用の関連会社は、アサヒビジネスソリューションズ株式会社、深圳青島 酒朝

日有限公司、三商朝日股份有限公司、青島 酒股份有限公司、康師傅飲品控股有限公司及びそ
の関係会社114社、PT Indofood Asahi Sukses Beverage、株式会社アサヒビールコミュニ
ケーションズであります。

　⑷会計方針に関する事項
　　①金融資産
　　　‌�当社グループはIFRS第９号「金融商品」（平成26年７月改訂）を早期適用しております。
　　　　‌�ⅰ当初認識及び測定
　　　　　‌�当社グループは、契約の当事者となった時点で金融資産を認識しております。通常の方法

で売買される金融資産は取引日に認識しております。金融資産は事後に償却原価で測定さ
れる金融資産又は公正価値で測定される金融資産に分類しております。

　　　　　‌�純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は公正価値で当初認識しております。その
他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産及び償却原価で測定される金融資産
は、取得に直接起因する取引コストを公正価値に加算した金額で当初認識しております。

　　　　　　‌�⒜償却原価で測定される金融資産
　　　　　　　‌�当社グループの事業モデルの目的が契約上のキャッシュ・フローを回収するために資

産を保有すること、また、契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払い
のみであるキャッシュ・フローが特定の日に生じるという条件がともに満たされる場
合にのみ、償却原価で測定される金融資産に分類しております。

　　　　　　‌�⒝公正価値で測定される金融資産
　　　　　　　‌�上記の２つの条件のいずれかが満たされない場合は公正価値で測定される金融資産に

分類されます。
　　　　　　　‌�当社グループは、公正価値で測定される金融資産については、純損益を通じて公正価

値で測定しなければならない売買目的で保有する資本性金融商品を除き、個々の金融
商品ごとに、純損益を通じて公正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公正
価値で測定するかという取消不能の指定をしております。

　　　　　　　‌�デリバティブについては「⑪デリバティブ及びヘッジ会計」に記載しております。
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　　　　‌�ⅱ事後測定
　　　　　‌�金融資産は、それぞれの分類に応じて以下のとおり事後測定しております。
　　　　　　‌�⒜償却原価で測定される金融資産
　　　　　　　‌�実効金利法による償却原価で測定しております。
　　　　　　‌�⒝公正価値で測定される金融資産
　　　　　　　‌�期末日における公正価値で測定しております。
　　　　　　　‌�公正価値の変動額は、金融資産の分類に応じて純損益又はその他の包括利益で認識し

ております。
　　　　　　　‌�なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定された資本性金融商品か

ら生じる受取配当金については純損益で認識し、公正価値が著しく下落した場合又は
処分を行った場合は、その他の包括利益累計額を利益剰余金に振り替えております。

　　　　‌�ⅲ認識の中止
　　　　　‌�金融資産は、投資からのキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利が消滅したとき又は

当該投資が譲渡され、当社グループが所有にかかるリスクと経済価値のほとんど全てを移
転したときに認識を中止します。

　　　　‌�ⅳ金融資産の減損
　　　　　‌�当社グループは、償却原価で測定される金融資産の回収可能性に関し、期末日ごとに予想

信用損失の見積りを行っております。
　　　　　‌�当初認識後に信用リスクが著しく増大していない金融商品については、12か月以内の予想

信用損失を損失評価引当金として認識しております。当初認識後に信用リスクが著しく増
大している金融商品については、全期間の予想信用損失を損失評価引当金として認識して
おります。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、常に全期間の予
想信用損失で損失評価引当金を測定しております。

　　　　　‌�信用リスクが著しく増大している金融資産のうち、減損している客観的証拠がある金融資
産については、帳簿価額から損失評価引当金を控除した純額に実効金利を乗じて利息収益
を測定しております。

　　　　　‌�減損の客観的な証拠が存在するかどうかを判断する場合に当社グループが用いる要件には
以下のものがあります。

　　　　　　・‌�発行体又は債務者の重大な財政的困難
　　　　　　・‌�利息又は元本の支払不履行又は延滞などの契約違反
　　　　　　・‌�借手の財政的困難に関連した経済的又は法的な理由による、そうでなければ当社グルー

プが考えないような、借手への譲歩の供与
　　　　　　・‌�借手が破産又は他の財務的再編成に陥る可能性が高くなったこと
　　　　　　・‌�当該金融資産についての活発な市場が財政的困難により消滅したこと
　　　　　‌�金融資産の全体又は一部を回収するという合理的な予想を有していない場合は、当該金額

を金融資産の帳簿価額から直接減額しております。
　　　　　‌�以後の期間において、信用リスクが減少し、その減少が減損を認識した後に発生した事象（債

務者の信用格付けの改善など）に客観的に関連付けることができる場合には、以前に認識
された減損損失の戻入れを純損益で認識します。

　　②棚卸資産
　　　‌�棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で認識しております。原価は、商品、

製品及び半製品については主として総平均法、原材料及び貯蔵品については主として移動平均
法を用いて算定しております。商品、製品及び半製品の原価は、原材料費、直接労務費、その
他の直接費及び関連する製造間接費（正常生産能力に基づいている）から構成されます。正味
実現可能価額は、通常の事業の過程における予想売価から関連する見積販売費を控除した額で
あります。

　　③有形固定資産
　　　‌�建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品並びに土地は、主に製造・加工設備、
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本店設備で構成されております。有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失
累計額を控除した価額で認識しております。取得原価には、当該資産の取得に直接関連する費用、
解体、除去及び設置していた場所の原状回復費用並びに資産計上すべき借入費用が含まれます。

　　　‌�取得後支出は、当該項目に関連する将来の経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、
かつ、その費用を合理的に見積ることができる場合には、当該資産の帳簿価額に含めるか又は
適切な場合には個別の資産として認識しております。取り替えられた部分についてはその帳簿
価額の認識を中止しております。その他の修繕及び維持費は、発生した会計期間の純損益とし
て認識しております。

　　　‌�土地は減価償却しておりません。他の資産の減価償却額は、各資産の取得原価を残存価額まで
以下の主な見積耐用年数にわたって定額法で配分することにより算定しております。

　　　　建物及び構築物　　　３年から50年
　　　　機械装置及び運搬具　２年から15年
　　　　工具、器具及び備品　２年から20年
　　　‌�有形固定資産の残存価額、耐用年数及び減価償却方法は期末日に見直し、必要があれば修正し

ております。
　　　‌�処分にかかる利得又は損失は、対価と帳簿価額を比較することで算定し、純損益として認識し

ております。
　　④のれん及び無形資産
　　　‌�ⅰのれん
　　　　‌�のれんは、毎期減損テストを実施し、取得原価から減損損失累計額を控除した額が帳簿価額

となります。のれんの減損損失は戻入れを行いません。事業の売却による損益には、その事
業に関連するのれんの帳簿価額が含まれております。

　　　　‌�のれんは企業結合から便益を受けることが期待される資金生成単位又は資金生成単位グルー
プに配分されます。

　　　‌�ⅱ商標権
　　　　‌�個別に取得した商標権は、取得原価により表示しております。企業結合により取得した商標

権は、取得日の公正価値により認識しております。商標権については、耐用年数が確定でき
ないものを除き一定の耐用年数を定め、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除
した金額で認識されます。償却額は、商標権の取得原価を主に20年から40年の見積耐用年
数にわたって定額法で配分することにより算定しております。

　　　‌�ⅲソフトウェア
　　　　‌�ソフトウェアは、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額を帳簿価額とし

て認識しております。
　　　　‌�当社グループ独自のソフトウェアの設計及びテストに直接関連する開発費は、信頼性をもっ

て測定可能であり、技術的に実現可能であり、将来経済的便益を得られる可能性が高く、当
社グループが開発を完成させ、当該資産を使用する意図及びそのための十分な資源を有して
いる場合にのみ無形資産として認識しております。

　　　　‌�これらの要件を満たさないその他の開発費は、発生時に費用として認識しております。過去
に費用として認識された開発費は、その後の会計期間において資産として認識されることは
ありません。

　　　　‌�ソフトウェアは、主として５年の見積耐用年数にわたり定額法により償却しております。
　　　　‌�ソフトウェアの保守に関連する費用は、発生時に費用認識しております。
　　　‌�ⅳその他無形資産
　　　　‌�その他無形資産は、取得原価に基づき認識しております。
　　　　‌�その他無形資産については一定の耐用年数を定め、取得原価から償却累計額及び減損損失累

計額を控除した金額で認識されます。しかし、一部の無形資産（借地権等）は事業を継続す
る限り基本的に存続するため、耐用年数が確定できないと判断し、償却しておりません。償
却額は、各その他無形資産の取得原価を見積耐用年数にわたって定額法で配分することによ
り算定しております。
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　　　　‌�無形資産の残存価額、耐用年数及び償却方法は期末日に見直し、必要があれば修正しており
ます。

　　⑤リース資産
　　　‌�当社グループは一定の有形固定資産及び無形資産のリースを受けております。有形固定資産及

び無形資産のリースで、所有に伴うリスクと経済価値の実質的に全てが当社グループに帰属す
るものは、ファイナンス・リースに分類されます。ファイナンス・リースの場合、リース物件
の公正価値又は最低支払リース料総額の現在価値のうちいずれか低い金額により、リースの起
算日時点で資産認識しております。

　　　‌�各リース料の支払は、負債と金融費用に配分されます。金融費用である利息要素は、各期にお
いて負債残高に対して一定の期間利子率となるように、リース期間にわたり純損益として費用
処理しております。ファイナンス・リースにより取得した有形固定資産及び無形資産は、資産
の耐用年数又はリース期間のうちいずれか短い方の期間にわたって定額法で減価償却又は償却
しております。

　　　‌�ファイナンス・リース以外のリースは、オペレーティング・リースに分類されます。オペレーティ
ング・リースによる支払額（貸手から受け取るインセンティブ控除後）は、リース期間にわた
り定額法で純損益として認識しております。

　　⑥非金融資産の減損
　　　‌�のれん及び耐用年数が確定できない無形資産は償却の対象ではなく、毎期減損テストを実施し

ております。その他の非金融資産は、事象の発生あるいは状況の変化により、その帳簿価額が
回収できない可能性を示す兆候がある場合に、減損について検討しております。資産の帳簿価
額が回収可能価額を超過する金額については減損損失を認識しております。

　　　‌�回収可能価額とは、資産の処分コスト控除後の公正価値と、使用価値のいずれか高い金額であ
ります。減損を評価するために、資産は個別に識別可能なキャッシュ・フローが存在する最小
単位（資金生成単位）に分けられます。のれんを除く減損損失を認識した非金融資産については、
減損損失が戻入れとなる可能性について、各期末日に再評価を行います。

　　⑦重要な引当金の認識基準
　　　‌�当社グループは過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を

決済するために資源の流出が必要となる可能性が高く、その金額について信頼性をもって見積
ることができる場合に引当金を認識しております。

　　　‌�同種の債務が多数ある場合、決済に要するであろう資源の流出の可能性は同種の債務全体を考
慮して決定しております。同種の債務のうちある一つの項目について流出の可能性が低いとし
ても、引当金は認識されます。

　　　‌�引当金は、現時点の貨幣の時間価値の市場評価と当該債務に特有なリスクを反映した税引前の
割引率を用いて、債務の決済に必要とされると見込まれる支出の現在価値として測定しており
ます。時の経過による引当金の増加は利息費用として認識しております。

　　⑧従業員給付
　　　‌�ⅰ退職後給付
　　　　‌�グループ会社は、さまざまな制度を有しております。当社グループは確定給付制度を採用し、

一部の連結子会社において退職給付信託を設定しております。当該制度に加えて、一部の連
結子会社は確定拠出制度及び退職金前払制度を導入しております。

　　　　‌�確定給付制度は、確定拠出制度以外の退職後給付制度であります。確定拠出制度は、雇用主
が一定額の掛金を他の独立した企業に拠出し、その拠出額以上の支払について法的又は推定
的債務を負わない退職後給付制度であります。

　　　　‌�確定給付制度においては、制度ごとに、従業員が過年度及び当年度において提供したサービ
スの対価として獲得した将来給付額を見積り、当該金額を割り引くことによって確定給付制
度債務の現在価値を算定しております。確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価
値を控除した金額を確定給付負債（資産）として認識しております。

　　　　‌�確定給付制度債務は予測単位積増方式により算定しております。割引率は、将来の毎年度の
給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した期末日時点の優良
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社債の市場利回りに基づき決定しております。
　　　　‌�制度への拠出金は、定期的な数理計算により算定し、通常、保険会社又は信託会社が管理す

る基金へ支払を行っております。
　　　　‌�計算の結果、当社グループにとって確定給付制度が積立超過である場合は、制度からの将来

の払戻額又は制度への将来拠出額の減額の形で享受可能な経済的便益の現在価値を限度とし
て確定給付資産を測定しております。経済的便益の現在価値の算定に際しては、当社グルー
プの制度に対して適用されている最低積立要件を考慮しております。経済的便益については、
それが制度存続期間内又は年金負債の決済時に実現可能である場合に、当社グループは当該
経済的便益を享受することが可能であるとしております。

　　　　‌�当社グループは、確定給付制度から生じる確定給付負債（資産）の純額の再測定をその他の
包括利益に認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。

　　　　‌�なお、確定拠出制度への拠出は、従業員がサービスを提供した期間に、従業員給付費用とし
て純損益で認識しております。

　　　‌�ⅱ短期従業員給付
　　　　‌�短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で費用

として認識しております。賞与については、当社グループが従業員から過去に提供された労
働の結果として支払うべき現在の法的又は推定的債務を負っており、かつ、その金額を信頼
性をもって見積ることができる場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額
を負債として認識しております。

　　⑨収益
　　　‌�収益は、当社グループの通常の事業活動における物品の販売及び役務提供等により受け取った

対価の公正価値で構成されます。収益は、返品、リベート及び割引額を差し引いた純額で表示
しております。

　　　　‌�ⅰ物品の販売
　　　　　・酒類事業：‌�ビール、発泡酒、焼酎、ウイスキー他酒類製品の製造・販売、外食事業、卸

事業他
　　　　　・飲料事業：‌�清涼飲料他の製造・販売
　　　　　・食品事業：‌�食品、薬品の製造・販売
　　　　　・国際事業：‌�ビール他酒類製品、清涼飲料の製造・販売他
　　　　　‌�当社グループは、物品の所有に伴う重要なリスク及び便益が顧客に移転し、対価の回収可

能性が高く、関連原価や返品の可能性を合理的に見積ることができ、物品に関する継続的
な管理上の関与を有しておらず、収益の金額を信頼性をもって測定することができる場合
に収益を認識しております。通常は、当社グループが顧客に物品を納品し、未完了の義務
が何ら存在しなくなった時点で収益を認識しております。

　　　　‌�ⅱ役務の提供
　　　　　‌�当社グループはビル管理等の不動産事業、倉庫業等の物流事業他を提供しております。役

務の提供による収益は、役務提供時に認識しております。
　　　　‌�ⅲ収益の総額表示と純額表示
　　　　　‌�物品の販売又は役務の提供に関連する重要なリスク及び経済価値に対するエクスポー

ジャーを有している取引は当事者本人として取引を行っているものと考え、取引の総額を
収益として表示しております。

　　　　　‌�物品の販売又は役務の提供に関連する重要なリスク及び経済価値に対するエクスポー
ジャーを有していない取引は代理人として取引を行っているものと考え、取引により得ら
れた対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額のみを収益として表示してお
ります。

　　　　‌�ⅳ利息収入
　　　　　‌�利息収入は、実効金利法により認識しております。
　　　　‌�ⅴ配当金収入
　　　　　‌�配当金収入は、配当金を受け取る権利が確定した時点で認識しております。
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　　⑩外貨換算
　　　‌�ⅰ機能通貨及び表示通貨
　　　　‌�当社グループの各企業の財務諸表に含まれる項目は、その企業が業務を行う主要な経済環

境における通貨（以下「機能通貨」といいます。）を用いて測定しております。連結財務
諸表は日本円により表示されており、これは当社グループの表示通貨であります。

　　　‌�ⅱ取引及び取引残高
　　　　‌�外貨建取引は、取引日の為替レートを用いて、機能通貨に換算しております。取引の決済か

ら生じる外国為替差額並びに外貨建の貨幣性資産及び負債を期末日の為替レートで換算する
ことによって生じる外国為替差額は、純損益において認識しております。ただし、その他の
包括利益を通じて測定される金融資産及び適格キャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算
差額については、その他の包括利益として認識しております。

　　　‌�ⅲ在外営業活動体
　　　　‌�表示通貨とは異なる機能通貨を使用している全てのグループ会社の業績及び財政状態は、以

下の方法で表示通貨に換算しております。なお、当該グループ会社には、超インフレ経済の
通貨を使用している会社は存在しません。

　　　　　⒜‌�資産と負債は、期末日現在の決算日レートで換算
　　　　　⒝‌�収益及び費用は、平均レートで換算（ただし、当該平均レートが取引日における換算レー

トの累積的な影響の合理的な概算値とはいえない場合は除く。この場合は収益及び費用
を取引日レートで換算）

　　　　　⒞‌�結果として生じる全ての為替差額はその他の包括利益で認識し、資本の構成要素である
在外営業活動体の換算差額に累積

　　　　‌�在外営業活動体の部分的処分又は売却時には、その他の包括利益に認識された為替差額は売
却に伴う利得又は損失の一部分として純損益で認識しております。

　　⑪デリバティブ及びヘッジ会計
　　　‌�デリバティブはデリバティブ契約を締結した日の公正価値で当初認識を行い、当初認識後は期

末日ごとに公正価値で再測定を行っております。再測定の結果生じる利得又は損失の認識方法は、
デリバティブがヘッジ手段として指定されているかどうか、また、ヘッジ手段として指定され
た場合にはヘッジ対象の性質によって決まります。

　　　‌�当社グループは一部のデリバティブについてキャッシュ・フロー・ヘッジ（認識されている資
産若しくは負債に関連する特定のリスク又は可能性の非常に高い予定取引のヘッジ）のヘッジ
手段として指定を行っております。

　　　‌�当社グループは、取引開始時に、ヘッジ手段とヘッジ対象との関係並びにこれらのヘッジ取引
の実施についてのリスク管理目的及び戦略について文書化しております。また、当社グループ
はヘッジ開始時及び継続的に、ヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象のキャッシュ・
フローの変動を相殺するために有効であるかどうかについての評価も文書化しております。

　　　‌�ヘッジの有効性は継続的に評価しており、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に経済的関係がある
こと、信用リスクの影響が経済的関係から生じる価値変動に著しく優越するものではないこと
並びにヘッジ関係のヘッジ比率が実際にヘッジしているヘッジ対象及びヘッジ手段の数量から
生じる比率と同じであることの全てを満たす場合に有効と判定しております。

　　　‌�キャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段として指定され、かつ、その要件を満たすデリバティ
ブの公正価値の変動のうち有効部分は、その他の包括利益で認識しております。非有効部分に
関する利得又は損失は、直ちに純損益として認識しております。

　　　‌�その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額は、ヘッジ対象から生じるキャッ
シュ・フローが純損益に影響を与える期に純損益に振り替えております。しかし、ヘッジ対象
である予定取引が非金融資産（例えば、棚卸資産又は有形固定資産）の認識を生じさせるもの
である場合には、それまでその他の包括利益に繰り延べていた利得又は損失を振り替え、当該
資産の当初の取得原価の測定に含めております。繰り延べていた金額は最終的には、棚卸資産
の場合には売上原価として、また、有形固定資産の場合には減価償却費として認識されます。

　　　‌�ヘッジ手段の失効又は売却等によりヘッジ会計の要件をもはや満たさなくなった場合には、将
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来に向かってヘッジ会計の適用を中止しております。ヘッジされた将来キャッシュ・フローが
まだ発生すると見込まれる場合は、その他の包括利益に認識されている利得又は損失の累計額
を引き続きその他の包括利益累計額として認識しております。予定取引の発生がもはや見込ま
れなくなった場合等は、その他の包括利益に認識していた利得又は損失の累計額を直ちに純損
益に振り替えております。

　　⑫消費税等の会計処理
　　　‌�顧客から預かり、税務当局に納付される消費税は、連結損益計算書上で売上収益、売上原価及

び費用から除外しております。

２．連結財政状態計算書に関する注記
　⑴担保資産及び担保付債務
　　‌�次の資産を短期借入金537百万円の担保に供しております。
　　　‌�有形固定資産� 1,750百万円
　⑵有形固定資産の減価償却累計額� 815,091百万円
　⑶資産から直接控除した引当金
　　　‌�営業債権及びその他の債権� 3,639百万円
　　　‌�その他の金融資産� 3,684百万円
　⑷偶発債務
　　　‌�保証債務� 2,713百万円

３．連結持分変動計算書に関する注記
　⑴当連結会計年度末日における発行済株式の総数
　　　‌�普通株式� 483,585,862株
　⑵当連結会計年度中に行った剰余金の配当
　　①‌�平成28年３月24日開催の第92回定時株主総会において、次のとおり決議しております。
　　　普通株式の配当に関する事項
　　　　配当金の総額� 11,905百万円
　　　　１株当たり配当額� 26円
　　　　基準日� 平成27年12月31日
　　　　効力発生日� 平成28年３月25日
　　②‌�平成28年８月３日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
　　　普通株式の配当に関する事項
　　　　配当金の総額� 11,911百万円
　　　　１株当たり配当額� 26円
　　　　基準日� 平成28年６月30日
　　　　効力発生日� 平成28年９月１日
　⑶当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当
　　平成29年３月28日開催予定の第93回定時株主総会において、次の議案が提出されます。
　　　普通株式の配当に関する事項
　　　　配当の原資� 利益剰余金
　　　　配当金の総額� 12,827百万円
　　　　１株当たり配当額� 28円
　　　　基準日� 平成28年12月31日
　　　　効力発生日� 平成29年３月29日

7



４．金融商品に関する注記
　⑴金融商品の状況に関する事項
　　①資本管理
　　　‌�資本管理における当社グループの目的は、株主へのリターンの提供、他の利害関係者への便益

の供与並びに資本コスト削減に向けた最適な資本構成の維持のために、継続企業として存続す
るためのグループの能力を維持することにあります。

　　　‌�資本構成を維持又は調整するために、当社グループは、株主に対して支払う配当の金額の調整、
株主に対する資本の償還、新株発行又は債務を削減するための資産の売却を行うことがあります。

　　　‌�当社グループは資本負債比率に基づいて資本をモニタリングしております。この比率は正味負
債額を資本で除することで算出されます。正味負債額は有利子負債から現金及び現金同等物を
差し引いて算出されます。資本は連結財政状態計算書に示される資本（親会社の所有者に帰属
する部分）としております。

　　②リスク管理
　　　‌�当社グループの活動は、市場リスク（為替リスク、金利リスク及び価格リスクを含む）、信用リ

スク及び流動性リスクなどのさまざまな財務リスクに晒されております。当社グループのリス
ク管理方針は、金融市場の予測不能性に特化し、当社グループの財務業績に与える潜在的に不
利な影響を最小限に抑えることを目的としております。当社グループは一定のリスク・エクス
ポージャーをヘッジするためにデリバティブ取引を利用しております。

　　　‌�当社及び主要な連結子会社は、事業環境の変化に応じ資金調達コストとリスク分散の観点から
直接金融と間接金融又は短期と長期のバランスに配慮し、コマーシャル・ペーパーや金融機関
からの借入、社債発行等により必要な資金を調達しております。当社グループでは、資金を効
率的に活用するために当社及び主要な国内連結子会社との間でキャッシュマネジメントシステ
ムを導入し、連結有利子負債の削減を図っております。この結果、当社において一時的に余剰
資金が発生する場合には、安全性の高い金融商品に限定して運用を行っております。

　　　‌�なお、当社グループは、為替リスク、金利リスク及び原材料等の価格リスクを回避する手段と
して、また、資金調達コストの削減手段として、外貨建資産・負債及び社債・借入金の残高の
範囲でデリバティブ取引を利用しております。

　　　‌�デリバティブ取引は、原則として高い格付けを有する金融機関に限定して行っております。
　　　‌�当社では、社内規定に基づき財務部門がデリバティブ取引の実行及び管理を担当しております。

個々のデリバティブ取引の契約は、社内の権限基準に基づき承認決裁され、契約が締結されます。
また、財務部門では、デリバティブ取引の内容、残高等の状況を把握し、随時財務部門の長及
び財務担当役員に報告しております。

　　　‌�連結子会社においても、グループ権限基準に基づき契約の締結がなされており、当社は連結子
会社からの定期的な報告に基づき、状況を把握しております。

　　　　‌�ⅰ市場リスク
　　　　　‌�⒜為替リスク
　　　　　　‌�当社グループは、国際的に事業活動を行っており、米ドルとユーロを中心とした為替リ

スクに晒されております。為替リスクは将来の仕入、販売、資金調達及び返済などの予
定取引又はすでに認識されている資産及び負債から発生します。

　　　　　　‌�当社グループは、為替リスクを回避する目的で、為替予約取引を利用しております。ヘッ
ジ会計の要件を満たす取引については、ヘッジ会計を適用しております。

　　　　　　‌�外貨建債権、債務及び為替予約取引はリスクを有しておりますが、このリスクは為替予
約と相殺されるため影響は限定的であります。

　　　　　‌�⒝価格リスク
　　　　　　‌�当社グループは、連結財政状態計算書上、公正価値で測定される区分に分類された投資

を保有しているため、資本性金融商品の価格リスクに晒されております。資本性金融商
品への投資から生じる価格リスクを管理するため、当社グループは、定期的に公正価値
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や発行体の財務状況等を把握するとともに、保有状況を継続的に見直しております。
　　　　　　‌�なお、当社グループでは、短期トレーディング目的で保有する資本性金融商品はなく、

これらの投資を活発に行うことは想定しておりません。
　　　　　　‌�また、当社グループの製品に使用する主要な原材料の価格は、天候、自然災害等によっ

て変動するため、当社グループは原材料の価格リスクに晒されております。当社グルー
プは、これらの原材料の価格変動リスクを回避するために商品スワップ取引を行ってお
ります。当社グループが利用している商品スワップ取引は、商品の市場価格の変動によ
るリスクを有しておりますが、当社グループが有する当該商品の買入債務に係る商品の
市場価格の変動によるリスクと相殺されるため、価格リスクは限定的であります。

　　　　　‌�⒞金利リスク
　　　　　　‌�当社グループは、変動金利による資金調達を行っており、金利リスクに晒されております。

金利リスクは主に長期借入金から発生します。
　　　　　　‌�当社グループは、金利リスクを回避する目的で、金利を実質的に固定化する金利スワッ

プを利用しております。また、ヘッジ会計の要件を満たす取引については、ヘッジ会計
を適用しております。

　　　　‌�ⅱ信用リスク
　　　　　‌�当社グループは、営業債権（受取手形及び売掛金）、その他の債権（未収入金）及びその他

の金融資産（営業貸付金等）について、顧客の信用リスクに晒されております。
　　　　　‌�当社グループは、経理規程に基づき、営業債権及び長期貸付金について、主要な取引先の

状況を定期的にモニタリングするとともに、取引先ごとの期日管理と残高管理を日常的に
行っております。また、当社グループは不良債権の発生とその回収状況を把握して対応し
ております。

　　　　　‌�デリバティブ取引の実施にあたっては、信用リスクを軽減するため、原則として高い格付
けを有する金融機関に限定して取引を行っております。

　　　　　‌�当社グループでは、信用リスク特性に基づき債権等を区分して損失評価引当金を算定して
おります。

　　　　　‌�営業債権については、常に全期間の予想信用損失と同額で損失評価引当金を認識しており
ます。営業債権以外の債権等については、原則として12か月の予想信用損失と同額で損失
評価引当金を認識しておりますが、弁済期日を経過した場合等には、信用リスクが当初認
識時点より著しく増加したものとして、全期間の予想信用損失と同額で損失評価引当金を
認識しております。

　　　　　‌�損失評価引当金の金額は、以下のように算定しております。
　　　　　　・‌�営業債権
　　　　　　　‌�単純化したアプローチに基づき、債権等を相手先の信用リスク特性に応じて区分し、

その区分に応じて算定した過去の信用損失の実績率に将来の経済状況等の予測を加味
した引当率を乗じて算定しております。

　　　　　　・‌�営業債権以外の債権等
　　　　　　　‌�原則的なアプローチに基づき、信用リスクが著しく増加していると判定されていない

債権等については、同種の資産の過去の信用損失の実績率に将来の経済状況等の予測
を加味した引当率を帳簿価額に乗じて算定しております。信用リスクが著しく増加し
ていると判定された資産及び信用減損金融資産については、見積将来キャッシュ・フ
ローを当該資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値の額と、帳簿価額との間の差
額をもって算定しております。

　　　　‌�ⅲ流動性リスク
　　　　　‌�当社グループは、借入金、コマーシャル・ペーパー及び社債により資金を調達しておりま

すが、資金調達環境の悪化などにより支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リ
スクに晒されております。

　　　　　‌�当社及び主要な連結子会社は、キャッシュマネジメントシステムを導入していることから、
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当該システム参加会社の流動性リスクの管理は当社が行っております。
　　　　　‌�当社は、グループ各社からの報告に基づき資金繰り計画を作成し、適時に更新しております。

資金需要に関する継続的な見通しをモニタリングするとともに、契約上の借入限度枠の未
使用部分に常に十分な余裕を維持し、あらゆる借入契約が限度額や制限条項（該当する場合）
に抵触しないようにしております。かかる予測では、当社グループの借入融資計画、制限
条項の遵守、内部的な財政状態計算書比率目標の遵守のほか、該当する場合には通貨規制
など適用されうる外部の規制要件や法定要件について考慮しております。

　　　　　‌�当社及び主要な連結子会社が運転資本管理に必要な残高を超えて保有する剰余金は、キャッ
シュマネジメントシステムによりグループレベルで管理しております。当社グループは、
上記予測で決定された十分な余裕をもたらすために、適切な満期や流動性のある金融商品
を選択し、当座預金、定期預金、短期金融市場預金及び市場性のある有価証券などに投資
しております。

　⑵金融商品の公正価値等に関する事項
　　‌�当社グループは、公正価値測定において入手可能な限り市場の観察可能なデータを用いております。
公正価値測定はインプットのレベル区分に基づき以下のいずれかに分類されます。

　　レベル１：‌�活発な市場における無調整の同一資産・負債の市場価格のインプット
　　レベル２：‌�レベル１で使用された市場価格以外の、直接又は間接的に観察可能な価格で構成され

たインプット
　　レベル３：‌�観察可能な市場データに基づかないインプット
　　‌�公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化の日に認識し

ております。
　　　‌�償却原価で測定される金融商品
　　　　‌�償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。
� （単位：百万円）

帳　簿　価　額 公　正　価　値
長期貸付金 2,337 2,274
長期借入金 252,736 255,336
社債 117,651 118,727
リース債務 25,795 25,838

　　　　‌�上記には１年内回収、１年内返済及び償還予定の残高を含んでおります。
　　　　‌�帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品は上表には含めておりません。
　　　　‌�長期貸付金の公正価値については、元利金の受取見込額を新規に同様の貸付を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっております。
　　　　‌�長期借入金の公正価値については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっております。
　　　　‌�社債の公正価値については、市場価格のあるものは市場価格を公正価値としております。
　　　　‌�リース債務の公正価値については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっております。
　　　　‌�なお、上記の公正価値測定のうち、社債はレベル２、その他のものはレベル３に分類してお

ります。レベル２の社債は、日本証券業協会の売買参考統計値を用いて公正価値を見積もっ
ております。レベル３の金融商品の公正価値は、契約上のキャッシュ・フローを市場利率で
割り引いて測定しており、帳簿価額との差額は、市場利率と契約利率との差によるものであ
ります。
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５．１株当たり情報に関する注記
　⑴１株当たり親会社の所有者に帰属する持分� 1,825円57銭
　⑵基本的１株当たり利益� 194円75銭

６．追加情報
　‌�当社グループは、平成28年12月13日にAnheuser-Busch InBev SA/NVから同社が買収した
SABMiller plcが保有していたチェコ、スロバキア、ポーランド、ハンガリー、ルーマニアの事業
及びその関連資産（以下「対象事業」といいます。）について、対象事業を取得するための株式売買
契約を締結しました。取得予定金額は7,300百万ユーロとなります。また、対象事業の取得に関連し、
取得金額全額に対して融資予約契約を締結しております。

７．その他の注記
　‌�記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　⑴有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社株式及び関連会社株式……移動平均法に基づく原価法
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの…………………‌�期末決算日前１か月の市場価格等の平均価格に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　‌�（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）
　　　時価のないもの…………………移動平均法に基づく原価法
　⑵デリバティブの評価基準及び評価方法
　　時価法
　⑶固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産（リース資産を除く）………定額法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　‌�なお、耐用年数につきましては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。
　　無形固定資産（リース資産を除く）………定額法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　‌�なお、耐用年数につきましては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　‌�ただし、ソフトウェア（自社利用分）につきましては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づき、また、商標権につきま
しては、主として20年の定額法により償却しております。

　　リース資産…………………………‌�所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につ
きましては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。

　⑷引当金の計上基準
　　貸倒引当金…………………………‌�債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきまして

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきまして
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

　　賞与引当金…………………………‌�従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当事業
年度に対応する見積額を計上しております。

　　役員賞与引当金……………………‌�役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当事業年
度に対応する見積額を計上しております。

　⑸ヘッジ会計の方法
　　①ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジによって行うこととしております。
　　　‌�なお、為替予約取引につきましては、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を行って

おります。また、金利スワップ取引につきましては、特例処理の要件を満たしている場合には
特例処理を行っております。

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段………………………為替予約取引、金利スワップ取引
　　　ヘッジ対象………………………外貨建予定取引、外貨建貸付金、借入金利息
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　　③ヘッジ方針
　　　‌�デリバティブ取引は、為替相場変動や金利変動のリスク回避、資金調達コストの削減を目的と

して利用しており、実需に基づかない投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ
取引は行わない方針であります。

　　④ヘッジの有効性の評価
　　　‌�ヘッジの有効性につきましては、ヘッジ手段とヘッジ対象について、相場変動額をヘッジ期間

全体にわたり比較し、評価しております。
　　　‌�なお、振当処理及び特例処理を採用しているものにつきましては、その判定をもってヘッジの

有効性の判定に代えております。
　⑹その他計算書類作成のための重要な事項
　　消費税等の処理
　　　‌�税抜方式によっております。
　　　‌�なお、資産に係る控除対象外消費税等につきましては、全額費用として処理しております。

２．貸借対照表に関する注記
　⑴有形固定資産の減価償却累計額� 30,423百万円

　⑵偶発債務
　　①銀行借入等に対する保証債務等
　　　保証債務等� 33,979百万円
　　②デリバティブ取引に対する保証債務
　　　保証債務� 335百万円
　⑶関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）
　　　短期金銭債権� 219,146百万円
　　　短期金銭債務� 43,455百万円

３．損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高
　　　営業収益� 56,634百万円
　　　営業費用� 3,811百万円
　　　営業取引以外の取引高� 943百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　　自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 25,676,299株 5,968株 228,758株 25,453,509株

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
　単元未満株式の買取請求による増加� 5,968株
減少数の内訳は、次のとおりであります。
　単元未満株式の買増請求による減少� 158株
　ストックオプション行使による減少� 228,600株
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５．税効果会計に関する注記
　⑴繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
　　（繰延税金資産）
　　　　組織再編に伴う関係会社株式� 16,703百万円
　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額� 639百万円
　　　　子会社株式評価損否認� 20,590百万円
　　　　子会社出資金評価損否認� 4,558百万円
　　　　連結法人間譲渡損繰延� 1,016百万円
　　　　繰越欠損金� 2,107百万円
　　　　その他� 948百万円
　　　　繰延税金資産小計� 46,564百万円
　　　　評価性引当額� △27,336百万円
　　　繰延税金資産合計� 19,227百万円
　　（繰延税金負債）
　　　　その他有価証券評価差額金� △3,517百万円
　　　　連結法人間譲渡益繰延� △5,026百万円
　　　　未収還付事業税� △196百万円
　　　繰延税金負債合計� △8,740百万円

　　　繰延税金資産の純額� 10,487百万円
　⑵‌�法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
　　　法定実効税率� 33.1％
　（調整）
　　　交際費等永久に損金に算入されない項目� 0.3％
　　　評価性引当額� △2.7％
　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目� △30.1％
　　　税率変更に伴う差異� 2.0％
　　　過年度法人税等� △9.4％
　　　繰越欠損金� △5.0％
　　　その他� 0.1％
　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率� △11.8％
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６．関連当事者との取引に関する注記
　　子会社及び関連会社等� （単位：百万円）

種 類 会 社 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 アサヒビール株式会社 所有
直接100％ 役員の兼任

営 業 収 益（注１） 40,344 ― ―

資金の貸付（注２） △48,960 短期貸付金 168,742

子会社 アサヒ飲料株式会社 所有
直接100％ 役員の兼任

営 業 収 益（注１） 8,918 ― ―

資金の貸付（注２） △25,718 短期貸付金 4,884

子会社
株 式 会 社 エ イ ・
ア イ ・ ビ バ レ ッ ジ
ホ ー ル デ ィ ン グ

所有
直接100％ 役員の兼任 資金の預かり（注３） 37,433 預り金 17,634

子会社 A s a h i  H o l d i n g s
（Australia）Pty Ltd

所有
直接100％ 役員の兼任 債務の保証（注４） 13,792 ― ―

子会社 ア サ ヒ プ ロ マ ネ ジ
メ ン ト 株 式 会 社

所有
直接100％ 役員の兼任 間接業務の委託等（注５） 3,500 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 営業収益については、経営の管理・指導等するために一定の合理的な基準に基づき決定しております。
（注２） 貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
　　　 なお、取引金額につきましては、当事業年度における純増減額を記載しております。
（注３） 預り金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
　　　 なお、取引金額につきましては、当事業年度における純増額を記載しております。
（注４） 銀行借入（163百万豪ドル）に対する保証をしております。
（注５） 間接業務の委託等の金額については、一定の合理的な基準に基づき決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
　⑴１株当たり純資産額� 1,152円76銭

　⑵１株当たり当期純利益� 82円77銭

８．その他の注記
　　記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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